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５ 名簿更新後に転⼊学等があった場合の取扱いについて 
（１）転⼊・新規⼊学（園）があった場合 

５⽉２⽇以後に、児童⽣徒等の転⼊・新規⼊学（園）があった場合⼜は⻑期⽋席者等が復学し加⼊する場合は、転⼊・新規⼊

学（園）した⽇の翌⽉の 10 ⽇までに下記様式「年度途中の名簿の追加等について」を JSC 担当部署へ提出してください。 

※提出に当たっては、名簿更新時に報告いただいた⽅を重複して報告していないか確認してください。 

なお、当該児童⽣徒等が転⼊前に未加⼊の場合は、当該児童⽣徒等の当年度の共済掛⾦をお⽀払いいただくこ

とになりますが、JSC への⽀払は、翌年度の掛⾦とともに翌年度に⾏っていただくことになります。 

 

（２）転出があった場合 
児童⽣徒等が転出する学校の学校⻑（園⻑）は、転出先の学校⻑あてに当該児童⽣徒等の指導要録の写などを

送付する際に、当該児童⽣徒等が JSC の災害共済給付制度に加⼊していたかどうかを通知する書⾯（様式は適

宜）を発送⼜は持参させてください（JSC への報告は不要です）。 

 

（３）⼀般・要保護（⽣活保護）間の異動があった場合 
義務教育諸学校及び保育所等において、年度の途中で「⼀般（義務教育にあっては、準要保護を含む）」から

「要保護」へ、⼜は、「要保護」から「⼀般」へ異動があった場合は、異動のあった⽇の翌⽉の 10 ⽇までに下記

様式「年度途中の名簿の追加等について」を JSC 担当部署へ郵送してください。 

なお、共済掛⾦は、名簿更新時の区分で年額をお⽀払いいただくこととなりますので、異動に伴う共済掛⾦の

差額返還・徴収は⾏いません。 

 
 
 

  

今年度災害共済給付制度に加⼊している
場合は「有」、加⼊していない場合は
「無」を選択してください。 
※新規⼊学（園）の場合は「無」を選択して
ください。 

転⼊学等のあった⽉を記載し、転⼊学等
のあった翌⽉ 10 ⽇までに郵送してくださ
い。 

⽂書番号（任意）、⽇付、都道府県名、
設置者（法⼈等）の名称及び住所、担当者
名、電話番号を記⼊してください。 

義務教育諸学校及び保育所等の場合、⼀
般（準要保護を含む）・要保護（⽣活保
護）のいずれかを選択してください。 

⼀般（準要保護を含む）と要保護（⽣活
保護）間の異動があった場合、記⼊して
ください。 
※⼀般と準要保護間の異動の場合は不要で
す。 

※未就学児の場合は、満年齢を「学年」欄に 
記⼊してください。 

※新規⼊学（園）の場合は、⼊学（園）の⽇を 
「新⼊・転⼊年⽉⽇」欄に記⼊してください。
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６ 免責の特約について 
（１）免責の特約の制度 

「免責の特約」とは、学校・保育所等の管理下における児童⽣徒等の災害について、学校・保育所等の設置者

（以下「設置者」という。）が損害賠償責任を負うこととなった場合、ＪＳＣが災害共済給付を⾏うことにより、

その価額の限度において設置者の損害賠償責任を免れさせるものです。 

例えば、医療費 50 万円、死亡⾒舞⾦ 3,000 万円の合計 3,050 万円が⽀給された後、当該災害について、学

校の設置者が総額 4,000 万円の損害賠償責任を負った場合において、免責の特約を付していない場合は、JSC

に災害共済給付⾦相当額の 3,050 万円※、保護者へ 950 万円の総額 4,000 万円を⽀払うこととなります。 

 ⼀⽅、免責の特約を付している場合は、保護者へ 950 万円を⽀払うのみで、JSC への災害共済給付⾦相当額

の 3,050 万円の⽀払いを免れます。 
 

※ JSC は、独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センター法第 31 条第 2 項の規定により、災害共済給付を⾏った災害について損害賠償責任を

負う者がいる時は、その⽀給額の限度において、被災児童⽣徒等に代わって損害賠償請求権を取得するため、免責の特約を付していない設

置者は JSC に 3,050 万円の⽀払義務が⽣じます。（被災児童⽣徒等には JSC の給付⾦ 3,050 万円と設置者からの損害賠償⾦ 950 万円の総

額 4,000 万円が⽀払われたことになります。） 
 

（２）損害賠償事案の報告  
災害共済給付を受けた災害で、設置者が損害賠償責任を負うこととなった場合、災害共済給付オンライン請求

システムで「損害賠償災害報告書」を作成（申請）・印刷し、判決書、和解調書、調停調書、⽰談書その他の損

害賠償の内容を明らかにする書類の写しと併せて JSC に提出（郵送）してください。 

 
※システムでの⼊⼒については、「災害共済給付オンライン請求システム操作マニュアル（電⼦版）」の 23 ページを参照してください。 

 

 



 

25 
 

＜関係様式＞ 以下の様式は必要に応じてご使⽤ください。 
 

①「要保護児童⽣徒名簿」 
  ※詳細は、２２ページを参照してください。 

 
 

②「年度途中の名簿の追加等について」 
  ※詳細は、２３ページを参照してください。 

 
 

③「学校・設置者情報変更依頼書」 
  ※学校・設置者名、学校区分、学校分類、⼝座に変更がある場合は、こちらを提出してください。 

 
 

④「学校統廃合処理及びユーザ ID 停⽌依頼書」 
  ※学校の休校、廃校、統合等がある場合は、こちらを提出してください。 

 

※③及び④は、災害共済給付オンライン請求システムをご利⽤の場合、Web 申請が可能です。詳細は、33 

〜34 ページを参照してください。 
 
 

⑤「新規ユーザ ID 登録依頼書」 
※新たに増設する学校（園）⼜は保育所等がある場合は、こちらを提出してください。 

 
 

⑥「令和４年度 要保護・準要保護児童⽣徒共済掛⾦保護者⽀出分充当補助調査票」 
 
 

⑦「共済掛⾦の返還依頼書」 
 

※⑥及び⑦は、同じ内容のものを同封しています。ＪＳＣへ提出する際は、どちらを使⽤していただいて

も構いません。 
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① 
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独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センター 宛

災害共済給付契約に係る児童⽣徒等の転⼊学等について、下記のとおり通知します。

新⼊・転⼊による名簿の追加（前籍校での加⼊「無」の場合、翌年度名簿更新時に掛⾦を納⼊）

例

例

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

⼀般・要保護間の異動（掛⾦の追加納⼊、返還なし）

例

1

2

3

 
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  

〇
令和 年 ⽉ ⽇    

B1 安全市⽴安全中学校 1 共済 ⼀郎 平成34年6⽉11⽇

加⼊有無合計 ⼈ ⼈

No 学校分
類記号 学校（園）名

学年
未就学児は

年齢
⽒名 ⼀般⇔要保護間の

異動年⽉⽇ 異動内容

令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇   
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇  
令和 年 ⽉ ⽇   
平成34年6⽉1⽇  〇 
平成34年6⽉1⽇ 〇 〇

F1 安全市⽴認定こども園あんぜん 3 安全 花⼦

都道府県 学校（園）名

A1 安全市⽴安全⼩学校 2 安全 太郎 東京都 共済市⽴共済⼩学校

年度途中の名簿の追加等について（ ⽉分）

No 学校分
類記号

学校（園）名
学年

未就学児
は年齢

⽒名
転⼊前の在籍学校（園）

新⼊・転⼊年⽉⽇
転⼊前の学校
（園）での
加⼊有無（新⼊
は無を選択）

⼀般（準要保護）・
要保護の別※1

設置者（法⼈）住所

担当者名 電話番号

⽂書番号（任意） ⽇付 令和 年 ⽉ ⽇

設置者（法⼈）名 都道府県

◆年度途中に新⼊・転⼊学等の発⽣した翌⽉10⽇までに本様式を提出してください。
◆重複の報告、報告漏れにご留意ください。また、提出時に必ず写しの保管をお願いします。

［⼩学校］
A1 ⼩学校
A2 義務教育学校前期課程（6年）
A3 特別⽀援学校⼩学部

［中学校］
B1 中学校
B2 義務教育学校後期課程（3年）
B3 中等教育学校前期課程
B4 特別⽀援学校中学部

［⾼等学校］
C1 ⾼等学校全⽇制
C2 中等教育学校後期課程
C3 特別⽀援学校⾼等部
C4 ⾼等学校定時制

C5 中等教育学校後期課程定時制
C6 ⾼等学校通信制
C7 中等教育学校後期課程通信制

［⾼等専⾨学校］
D1 ⾼等専⾨学校

「幼稚園］
E1 幼稚園
E2 特別⽀援学校幼稚部
E3 幼稚園型認定こども園：単独型
E4 幼稚園型認定こども園：接続型・並列型（認可幼稚園）

［幼保連携型認定こども園］
F1 幼保連携型認定こども園

［⾼等専修学校］
G1 専修学校⾼等課程昼間学科
G2 専修学校⾼等課程夜間等学科
G3 専修学校⾼等課程通信制学科

［保育所等］
H1 保育所
H2 家庭的保育施設
H3 ⼩規模保育施設
H4 事業所内保育施設
H5 企業主導型保育施設
H6 幼稚園型認定こども園： 接続型・並列型（併設保育機能施設）
H7 保育所型認定こども園
H8 地⽅裁量型認定こども園

［⼀定の基準を満たす認可外保育施設］
K1 保育所
K2 家庭的保育施設
K3 ⼩規模保育施設
K4 事業所内保育施設

学校分類表（該当する学校分類の記号(英数字)を選び、「学校分類記号」欄に記⼊してください。）
◆「幼稚園型認定こども園：接続型・並列型」は、幼稚園（E4）と保育所等（H6）のうち、転⼊・⼊園者の在籍する分類を正しく選択してください。

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無 ⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般 要保護

⼀般⇒要保護 要保護⇒⼀般

⼀般⇒要保護 要保護⇒⼀般

⼀般⇒要保護 要保護⇒⼀般

⼀般⇒要保護 要保護⇒⼀般

←翌年度名簿更新時
の掛⾦⽀払対象

※1 ⼀般・要保護の別は、⼩学校、中学校、保育所等、
⼀定の基準を満たす認可外保育施設のみ選択してください。

有 無 ⼀般 要保護

② 
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 ③ 
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 ④ 
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新規ユーザＩＤ登録依頼書 

項  目 内     容 

新 規 登 録 理 由 （ ）新設・増設  （ ）統廃合  その他（           ） 

利 用 者 区 分 （ ）学校  （ ）設置者  

今回登録する園（学校）

の給付金請求手続き 
（ ）設置者（法人等）が加入済の園（学校）と今回登録する園（学校）分をまとめて行います 

（ ）今回登録する園（学校）が行います 
今回登録する園（学

校） 

の名簿更新手続き 

（ ）設置者（法人等）が加入済の園（学校）と今回登録する園（学校）分をまとめて行います 

（ ）今回登録する園（学校）が行います 

学 校 区 分 （ ）国立 （ ）公立 （ ）私立 

学 校 種 別 

（ ）小学校  （ ）義務教育学校（前期 6 年）（ ）特別支援学校小学部 

（ ）中学校  （ ）義務教育学校（後期 3 年）（ ）特別支援学校中学部 

（ ）中等教育学校前期課程  

（ ）高校(全日制) （ ）高校(定時制) （ ）高校(通信制)  

（ ）中等教育学校後期課程 （ ）特別支援学校高等部 

（ ）高等専門学校 

（ ）高等専修学校(昼間)（ ）高等専修学校(夜間等)（ ）高等専修学校(通信制)

（ ）幼稚園 （ ）特別支援学校幼稚部  

（ ）保育所 

（ ）家庭的保育事業 （ ）小規模保育事業 （ ）事業所内保育事業 

■一定の基準を満たす認可外保育施設の場合は以下から選択 

（ ）保育所に準じる施設     （ ）家庭的保育事業に準じる施設  

（ ）小規模保育事業に準じる施設 （ ）事業所内保育事業に準じる施設 

（ ）企業主導型保育施設  

■認定こども園の場合は以下から選択 

（ ）幼保連携型認定こども園  

（ ）幼稚園型認定こども園【幼稚園部分】 

（ ）幼稚園型認定こども園【保育機能施設部分】 

（ ）保育所型認定こども園  

（ ）地方裁量型認定こども園 

フ リ ガ ナ  

園 ・ 学 校 名  

園 長 ・ 学 校 長 名                  （本件担当者） 

所 在 地 

〒  －              都道 
府県 

 

TEL：   －   －    FAX：   －   －    

へ き 地 対 象 （ ）対象外 （ ）３級地 （ ）４級地 （ ）５級地 

設 置 者 （法人名等） 

項  目 内     容 

金 融 機 関 コ ー ド     金融機関名  

支 店 コ ー ド     支 店 名  

口 座 種 別 （ ）普通 （ ）当座 （ ）その他 口座番号        

カ ナ 口 座 名 
                        

                         

設置者又は他校の振

込先を指定する場合 

ユーザＩＤ： 

利用団体名： 

 
  

⑤ 
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令和４年度要保護・準要保護児童⽣徒共済掛⾦保護者⽀出分充当補助 
調 査 票 

 
記載年⽉⽇ 令和 4 年   ⽉   ⽇    設置者名                      
都道府県名                 代表者名                        

連絡先（担当者名・TEL）                     
 
 
（１） 名簿更新において「一般」でご報告いただいた加入者数のうち、５月１日時点において準要保護と認定さ

れた人数を記入してください。（0 人の場合は、「０」を記入してください。） 

⼩学校、中学校及び義務教育学校 
並びに中等教育学校の前期課程 特別⽀援学校 

⼩学校 中学校 計 ⼩学部 中学部 計 
⼈ ⼈ ⼈ ⼈ ⼈ ⼈ 

 

（２） センターが国から補助金の交付を受けた場合、設問（３）の回答結果に基づき算出する額の共済掛金を

返還することとなります。返還受領の意思について、「□」にチェックをつけて回答してください。 

 
 

 

    以下の設問へお進みください。        【辞退理由】 
 

調査終了です。以下の設問は回答不要です。 
 

 
 

 

（３） 令和４年度の共済掛金の支払における金額及び人数を記入してください。 

【記⼊上の留意事項】 
◆ 特別⽀援学校を所管していない設置者は、特別⽀援学校の欄に斜線（／）を引いてください。 
◆ 0 の場合は、「０」と記⼊し、空欄がないようご注意ください。 
◆（A）は、施⾏令第 10 条の規定により、共済掛⾦額の 4/10〜6/10 で定めることとされています。 
◆（A）保護者負担額が「０円」である場合、共済掛⾦の返還額は０円となります。 
◆（Aʼ）設置者が代わりに負担した額が「0 円」である場合、（B）の設置者が負担した⼈数は「0 ⼈」となります。 

令和４年度 
共済 

掛⾦額 
掛⾦額のうち 

設置者が定める 
保護者負担額 

(A)の⾦額のうち 
経済的理由により 

保護者から徴収せず 
設置者が代わりに 

負担した額 

5/1 時点で報告の 
あった⼈数のうち 

(Aʼ)の額を設置者が
負担した実⼈数 

 （A） (Aʼ) （B） 
準
要
保
護 

⼩学校、中学校及び義務教育学校
並びに中等教育学校の前期課程 920 円 

(沖縄県 460 円) 

 
円 

 
円 

 
⼈ 

特別⽀援学校 
（⼩学部及び中学部） 

 

円 
 

円 
 

⼈ 

要
保
護 

⼩学校、中学校及び義務教育学校
並びに中等教育学校の前期課程 40 円 

(沖縄県 20 円) 

 
 円 

 
円 

 
⼈ 

特別⽀援学校 
（⼩学部及び中学部） 

 

円 
 

円 
 

⼈ 

（４） 返還額は、額確定後（10 月末頃）に災害共済給付金振込口座に返還します。 

「他の口座」又は「納付書」を希望する場合は、右記「□」にチェックをつけた上で 

別紙「共済掛金の返還依頼書」を本調査票と併せて提出してください。  

⑥ 

□ 

□ 返還を受領します。 

設問（１）・（２）は、全ての設置者において、ご回答ください。 

以下の設問は、 設問（２）で「返還を受領します」にチェックをつけた設置者のみご回答ください。 

□ 返還を辞退します。 
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 ⑦ 
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提出先宛名一覧 

 
 

部署名 担当地域（電話・FAX 番号） 提出先宛名 

仙台給付課 

北海道・青森・岩手 
電話︓022-716-2107 
FAX︓022-264-7633 

〒980－0011 
宮城県仙台市青葉区上杉 1 丁目 5 番 15 号 
日本生命仙台勾当台南ビル 8 階 
独）日本スポーツ振興センター 
学校安全部仙台給付課 

宮城・秋田・山形・福島 
電話︓022-716-2108 
FAX︓022-264-7633 

給付第二課 

茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉 
電話︓03-5410-9162 
FAX︓03-5410-9136 〒107－0061 

東京都港区北青山 2 丁目 8 番 35 号 
独）日本スポーツ振興センター 
学校安全部給付第二課 東京・神奈川・新潟・山梨・長野 

電話︓03-5410-9163 
FAX︓03-5410-9136 

名古屋給付課 

福井・愛知・三重 
電話︓052-533-7822 
FAX︓052-562-0688 

〒450－0001 
愛知県名古屋市中村区那古野 1 丁目 47 番 1 号
名古屋国際センタービル 16 階 
独）日本スポーツ振興センター 
学校安全部名古屋給付課 

富山・石川・岐阜・静岡 
電話︓052-533-7823 
FAX︓052-562-0688 

大阪給付課 

大阪・奈良・和歌山 
電話︓06-6456-3602 
FAX︓06-6456-3666 

〒530－0001 
大阪府大阪市北区梅田 1 丁目 11 番 4 号 
大阪駅前第 4 ビル 7 階 
独）日本スポーツ振興センター 
学校安全部大阪給付課 

滋賀・京都・兵庫 
電話︓06-6456-3603 
FAX︓06-6456-3666 

広島給付課 

鳥取・島根・岡山・広島・山口 
電話︓082-511-2956 
FAX︓082-222-2827 

〒730－0011 
広島県広島市中区基町 9 番 32 号 
広島市水道局基町庁舎 10 階 
独）日本スポーツ振興センター 
学校安全部広島給付課 

徳島・香川・愛媛・高知 
電話︓082-511-2957 
FAX︓082-222-2827 

福岡給付課 

福岡・鹿児島・沖縄 
電話︓092-738-8725 
FAX︓092-771-7763 

〒810－0001 
福岡県福岡市中央区天神 4 丁目 8 番 15 号 
福岡ガーデンパレス 4 階 
独）日本スポーツ振興センター 
学校安全部福岡給付課 

佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎 
電話︓092-738-8726 
FAX︓092-771-7763 




